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1. 特定事業の選定に関する事項 
1-1 事業内容 
(1) 事業名称 

浜松市立小中学校特別教室空調整備事業 
 

(2) 公共施設等の管理者 
浜松市長  中野 祐介 

 
(3) 事業の目的 

浜松市（以下「市」という。）は、小中学校における学校教育環境向上の一環として、市

立小中学校 129 校（以下「対象校」という。）の特別教室、798 教室（以下「対象室」とい

う。）に、空気調和設備（以下「空調設備等」という。）を新たに設置する、浜松市立小中学

校特別教室空調整備事業（以下「本事業」という。）を行う。 
本事業の実施に当たっては、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律（平成 11 年法律第 117 号）（以下「ＰＦＩ（Private Finance Initiative）法」とい

う。）に基づく事業として実施することを検討している。空調設備等の設計、施工及び維持

管理を一体的に実施し、民間事業者の技術やノウハウ等を最大限に活用することで、業務の

効率化が図られ、短期間に全ての対象室に空調設備等を整備することで学校間の公平性を確

保するとともに、維持管理を含めた事業として実施することで、維持管理期間中も含めた性

能保証を確保し、効率的かつ効果的な運用による市の財政負担の縮減を図ることを目的とす

る。 
 

(4) 事業の内容 
1) 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、本事業を実施する者として選定された事業者（以下「選

定事業者」という。）が、市と事業契約を締結し、選定事業者が空調設備等の設計、施工

及び工事監理を行い、市に所有権を移転した後、事業期間を通じて維持管理業務を行うＢ

ＴＯ（Build-Transfer-Operate）方式とする。 
ただし、施工発注業務については、構成企業若しくは協力企業の内、施工業務の担当を

予定している企業へ、市の委託に基づき本事業を実施するために設立した特別目的会社

（以下「SPC」という。）が当該業務を発注し、従事させることを想定している。したが

って、SPCが施工業務に関連して自ら行う必要のある業務は、施工業務の発注であるため

SPC に建設業法上の許可は不要である。 
 

2) 事業期間 
本事業の事業期間は、事業契約の締結日（2024（令和 6）年 12 月を予定）から、2039

（令和 21）年 3 月 31 日までの約 14 年間とする。 
 

3) 事業の範囲 
本事業の対象となる業務の範囲は、以下のとおり想定している。 
なお、具体的な業務の内容及び詳細については、要求水準書（案）を参照すること。 
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ア 設計業務 
（ア） 設計のための事前調査業務 
（イ） 施工に係る設計業務（各対象校の設計図書の作成等） 
（ウ） その他付随する業務（業務水準チェックリストの作成及び提出、並びに調整、報

告、申請、検査等。なお、調整業務には、学校との調整も含む。以下同じ。） 
 

イ 施工発注業務 
（ア） 施工のための事前調査発注業務 
（イ） 施工発注業務（施工発注業務には、当該空調設備の導入に伴う、一切の工事（エ

ネルギー関連の設備・配管の整備、デマンド監視装置の適切な設定）を含む） 
（ウ） その他付随する業務 

※SPC が、構成企業若しくは協力企業の内、施工業務の担当を予定している企業

へ当該業務を発注し、従事させることを想定している。したがって、SPC が施

工業務に関連して自ら行う必要のある業務は施工業務の発注のみであるため、

SPC に建設業法上の許可は不要である。 
 

ウ 工事監理業務 
（ア） 施工に係る工事監理業務 
（イ） その他付随する業務 
 

エ 所有権移転業務 
（ア） 施工完了後の市への所有権移転業務 

 
オ 維持管理業務 
（ア） 空調設備等の維持管理のための事前調査業務 
（イ） 空調設備等の性能の維持に必要となる一切の業務 
（ウ） 空調設備等に係る緊急時対応業務 
（エ） 空調設備等の運用に係るデータ計測・記録業務 
（オ） 空調設備等の運用に係る助言・支援業務 
（カ） 空調設備等の法定点検業務 
（キ） その他付随する業務 
 

カ 移設等業務 
（ア） 対象校の対象室増減、統廃合、改修・改築工事、設備工事等により空調設備等の

移設、増設、廃棄等（以下「移設等」という。）が必要となった場合の移設等業

務 
 空調設備等の移設等業務にかかる費用は、別途に締結する契約に基づき、市の

負担とする。 
 
なお、エネルギー供給は、本事業の範囲に含まない。空調設備等の運転に必要となるエ

ネルギー費用は、市が負担する。 
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4) エネルギーの種別 
空調設備等の運転に必要となるエネルギーの種別については、選定事業者において電気、

都市ガスまたは液化石油ガスのいずれかから設定することとし、エネルギー価格、エネル

ギー供給における安定性及び環境への負荷等の観点から、適切なエネルギーを選択し提案

することとする。なお、エネルギーは組み合わせて提案できることとする。 
 

5) 選定事業者の収入 
本事業における選定事業者の収入は、以下のとおりである。なお、支払方法の詳細は、

入札説明書、要求水準書、落札者決定基準、基本協定書（案）、事業契約書（案）、様式集、

モニタリング基本計画書（案）、その他必要な資料（以下「入札説明書等」という。）にお

いて提示する。 
 

ア 設計、施工、工事監理及び所有権移転等に係る対価 
市は、選定事業者が実施する本事業に要する費用のうち、空調設備等の設計、施工、

工事監理及び所有権移転等に係る対価（以下「設計・施工等のサービス対価」とい

う。）については、事業契約書において予め定める額を 4 回に分けて支払うことを想

定している。 
なお、設計・施工等のサービス対価には、選定事業者が空調設備等の設計・施工・

工事監理・所有権移転の実施にあたって金融機関等からの借り入れ等を行う場合、そ

の金利分を含むものとする。 
 

イ 維持管理等に係る対価 
市は、選定事業者が実施する本事業に要する費用のうち、空調設備等の維持管理業

務に係る対価（以下「維持管理のサービス対価」という。）については、事業契約書

において予め定める額を維持管理期間にわたり選定事業者に毎年度支払うことを想定

している。 
なお、空調設備等の運転に必要となるエネルギー費用及び 1-1 (4) 3) カに示す

空調設備等の移設等に係る費用は市が負担するものとする。 
 

(5) 遵守すべき法制度等 
本事業を実施するにあたり、遵守すべき関係法令・基準等については、要求水準書（案）

を参照すること。 
 

(6) 事業スケジュール（予定） 
本事業の事業スケジュールは、以下を予定している。 
     ○基本協定の締結   2024（令和 6）年 10 月 
     ○事業契約の締結   2024（令和 6）年 12 月 
     ○事業期間 
       ・設計・施工期間  事業契約締結日～2027（令和 9）年 3 月末 
       ・維持管理期間   所有権移転後～2039（令和 21）年 3 月末 
 

(7) 事業期間終了後の措置 
選定事業者は、維持管理期間中の業務を適切に行い、事業期間終了時に、事業契約書に定
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める空調設備等の性能（以下「性能基準」という。）を満たす状態とすること。 
なお、事業期間終了時の性能基準は、市が示す要求水準に加えて、選定事業者が提案した

事業終了時の性能基準に基づくこととし、その旨を事業契約書に規定する。 
 

(8) 実施方針等の変更 
実施方針及び要求水準書（案）（以下「実施方針等」という。）の公表後における本事業へ

の参加を検討している者（以下「事業者」という。）からの質問、意見等を踏まえ、特定事

業選定までに、実施方針等の内容を見直し、実施方針等の変更を行うことがある。 
なお、変更を行った場合には、速やかにその内容を市ウェブサイトにおいて公表する。 

 
1-2 特定事業の選定及び公表 
(1) 特定事業選定 

市は、本事業をＰＦＩ法に基づく特定事業として実施することにより、事業期間全体を通

じた市の財政負担の縮減やサービスの向上が図られ、効率的かつ効果的に実施できると判断

したときは、本事業をＰＦＩ法第７条に基づく特定事業として選定する。 
 

(2) 選定結果の公表 
本事業を特定事業として選定した場合は、その判断の結果を評価の内容とあわせ、市ウェ

ブサイトにおいて速やかに公表する。また、事業の実施可能性についての客観的な評価の結

果等に基づき、特定事業の選定を行わないこととしたときも同様に公表する。 
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2. 事業者の募集及び選定に関する事項 
2-1 募集及び選定の方法 

本事業は、選定事業者に設計、施工、工事監理、維持管理等及びこれに付随し関連する

一切の業務の実施を求めるもので、事業期間も長期にわたることから、選定事業者には本

事業を確実に遂行できる総合的な能力が求められる。 
したがって、事業者の選定にあたっては、競争性、公平性及び透明性の確保に配慮した

うえで、市が支払うサービス対価の額に加え、事業者の設計、施工、工事監理、維持管理

等の業務遂行能力、資金調達能力及び事業計画の妥当性等を総合的に評価する総合評価一

般競争入札方式により行うものとする。 
 
2-2 事業者選定の手順及びスケジュール（予定） 

事業者の募集及び選定スケジュールは、以下を予定している。 
 

表 事業者の募集及び選定スケジュール（予定） 

日  程 内  容 
2023（令和5）年11月17日 実施方針等の公表 
2023（令和5）年11月17日～

21日 
実施方針等に関する説明会の申込受付 

2023（令和5）年11月24日 実施方針等に関する説明会 

2023（令和5）年11月17日～

27日 
実施方針等に関する質問及び意見の受付 

2023（令和5）年12月～2024
（令和6）年1月 

参考図書（詳細提案校（浜名小学校・南陽中学校）分）

の貸与申込受付 

2023（令和5）年12月中旬 実施方針等に関する質問及び意見に対する回答の公表 

2024（令和6）年3月下旬 特定事業の選定及び公表 

2024（令和6）年3月下旬 入札公告（入札説明書等の公表） 

2024（令和6）年3月下旬 入札説明書等に関する説明会及び現地見学会の申込受付 

2024（令和6）年4月上旬 入札説明書等に関する説明会の開催 

2024（令和6）年3月下旬～7
月中旬 

参考図書（全対象校分）の貸与申込受付 

2024（令和6）年4月 現地見学会の開催 

2024（令和6）年3月下旬～4
月下旬 

入札説明書等に関する第１回質問の受付 

2024（令和6）年5月下旬 入札説明書等に関する第１回質問に対する回答の公表 

2024（令和6）年6月上旬 入札説明書等に関する個別対話 

2024（令和6）年6月下旬 入札説明書等に関する個別対話結果の公表 

2024（令和6）年6月下旬 入札参加資格審査書類の受付締切 
2024（令和6）年7月上旬 入札参加資格審査結果の通知 
2024（令和6）年7月下旬 入札提出書類（提案書）の受付締切 
2024（令和6）年9月下旬 落札者の決定及び公表 
2024（令和6）年10月 基本協定の締結 
2024（令和6）年11月 仮契約の締結 
2024（令和6）年12月 本契約の締結 
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2-3 募集及び選定等の手続き 
事業者の募集及び選定等の手続きは、以下のとおり行う。なお、詳細については、入札

説明書等において示す。 
 

(1) 参考図書の貸与 
市は、詳細提案校（浜名小学校・南陽中学校）の対象校現況資料及び対象校・対象室図示

図面からなる参考図書を貸与する。申込み及び貸与期間については、7-5 に記載のホーム

ページにて 2023（令和 5）年 12 月に公表する。なお、詳細提案校以外の対象校を含む全対

象校の現況資料及び対象校・対象室図示図面からなる参考図書の貸与については、入札説明

書において示す。 
 

(2) 実施方針等に関する説明会の開催 
実施方針等に関する説明会を以下のとおり開催し、事業の内容、募集及び選定に関する事

項等について、市の考え方の説明を行う。 
 

説明会日時・場所 日時：2023（令和 5）年 11 月 24 日(金)[11 時～12 時]  
場所：オンライン開催（Zoom） 

参加者 本事業への参画を検討している事業者 
参加申込期限 2023（令和 5）年 11 月 21 日(火) 午後 5 時まで 

参加申込方法 

実施方針等に関する説明会参加申込書（様式第１号）に必要事項

を記入の上、浜松市教育委員会学校教育部教育施設課まで、エク

セルファイル添付にて提出すること。 
※アドレス等は本実施方針末尾の 7-5 の問合せ先に記載。 

なお、メールタイトルには「実施方針等に関する説明会申込（会

社名）」と明記すること。また、送付後、申込先へ電話にて受信の

確認を行うこと。 
上記参加申込書の提出のあった事業者に対し、2023 年 11 月 22 日

（水）までに、メールにて参加方法を案内する。 

留意事項 

・あらかじめ利用予定の端末で Zoom に接続できるように環境設

定をすること。 
・カメラ、マイクはオフにして参加すること。 
・説明会に参加する際に入力する番号は、事前に市より案内した

番号とすること。 
・ホスト（アドバイザー（株式会社 建設技術研究所））は説明会

開始 20 分前に接続する予定である。 
・不適切な行為等があると判断した場合は、当該者を強制退室す

る。 
・回線不良等により中断した場合は、チャット等で指示をするま

で待機すること。 
・各事業者の参加人数の上限は設けない。 

質疑応答 説明会において、質疑応答の時間は設けない。 
 

(3) 実施方針等に関する質問及び意見の受付 
実施方針及び要求水準書（案）に関する質問・意見を、以下のとおり受け付ける。 
 

1) 受付期間 
2023（令和 5）年 11 月 17 日(金)から 2023（令和 5）年 11 月 27 日(月) 午後 5 時まで 
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2) 受付方法 

実施方針等に関する意見・質問書（様式第２号）に記入の上、浜松市教育委員会学校教

育部教育施設課まで電子メールでのエクセルファイル添付にて提出すること。 
※アドレス等は本実施方針末尾の 7-5 の問合せ先に記載 

3) 公表 
受け付けた質問及び意見に対する回答は、特定事業の選定時までに市ウェブサイトにお

いて公表する。なお、質問を行った者の事業者名は公表しない。 
 

(4) 入札公告、入札説明書等の公表 
本事業を特定事業として選定した場合は、入札公告を行い、入札説明書等を市ウェブサイ

トにおいて公表する。 
 

(5) 入札説明書等に関する説明会の開催 
入札説明書等に関する説明会を開催し、市の考え方について説明する。なお、具体的な日

程、申込方法等は、入札説明書において示す。 
 

(6) 現地見学会の開催 
本事業の対象校を対象とした現地見学会の開催を予定している。現地見学会の詳細につい

ては、入札説明書において示す。 
 

(7) 入札説明書等に関する質問の受付及び回答 
入札説明書等に記載の内容について質問を受け付ける。質問に対する回答は、市ウェブサ

イトにおいて公表する。なお、質問を行った者の事業者名は公表しない。 
 

(8) 入札説明書等に関する個別対話 
入札説明書等に記載の内容について、事業者の意見を聴取し、必要に応じて入札説明書等

に反映することや事業者が予定する提案事項の可否についての市の判断を確認すること等を

目的として、市と事業者との個別対話を実施する。個別対話の内容は、質問者の特殊な技術、

ノウハウ等に係るもの、質問者の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害するおそれの

あるものを除き、市ウェブサイトにおいて公表する。なお、質問を行った者の事業者名は公

表しない。 
 

(9) 入札参加資格審査書類の受付、入札参加資格審査結果の通知 
本事業の入札に参加しようとする事業者は、入札に先立ち、入札参加資格審査書類を提出

するものとし、入札参加資格審査結果は、当該事業者（各グループの代表企業）に通知する。 
なお、入札参加資格審査書類の提出時期、提出方法、資格審査に必要な書類の詳細等につ

いては、入札説明書等において示す。 
 

(10) 入札提出書類（提案書）の受付 
入札説明書等に基づき、入札参加資格審査通過者から入札提出書類（提案書）を受け付け

る。なお、入札提出書類（提案書）の提出時期、提出方法、その他必要な書類の詳細等につ

いては、入札説明書等において示す。 
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(11) 落札者の決定及び公表 

入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）から提出された入札提案書

（提案書）を「小中学校特別教室空調整備事業」における浜松市 PFI 等審査委員会（以下

「PFI 等審査委員会」という。）が審査する。審査結果及び落札者については、速やかに入

札提出書類（提案書）の提出事業者に通知するとともに公表する。なお、PFI 等審査委員会

については後述する。 
 

(12) 基本協定の締結 
市と落札者は、入札説明書等及び入札提出書類（提案書）に基づき、基本協定を締結する。 

 
(13) 事業契約の締結 

市と SPC は、基本協定に基づいて事業実施の詳細条件を協議、調整し、事業契約の承認

に係る議案の議会への提出日までに、事業契約の仮契約を締結する。その後、市と SPC は、

市議会の議決を経て事業契約を締結する。 
 

(14) 直接協定の締結 
金融機関等からの融資がある場合は、市と融資予定者が、事業契約及び融資契約の内容に

ついて協議・調整し、直接協定（ダイレクト・アグリーメント）を締結することがある。 
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2-4 入札参加者の構成 
(1) 入札参加者の構成と定義 

入札参加者は、1-1 (4) 3) に示す業務を担う法人を含むグループとし、以下に定義す

る構成企業及び協力企業で構成されるものとする。 
また、入札参加者が本事業の入札に参加する場合には、あらかじめ構成企業の中から入札

参加者の代表企業を定め、その代表企業が入札参加手続き等を行うこと。なお、代表企業は、

構成企業のうち最も高い出資比率を有する者とする。 

構成企業 入札参加者を構成する法人で、SPC から業務を直接受託又は請負し、

SPC に出資を行う者 

協力企業 入札参加者を構成する法人で、SPC から業務を直接受託又は請負する

が、SPC には出資を行わない者 
 

(2) 構成企業等の明示 
入札参加資格審査書類の提出時には、入札参加者を構成する法人は、代表企業、構成企業

及び協力企業のいずれの立場であるかについて明らかにすること。 
 

(3) 複数業務の実施 
入札参加者の構成企業又は協力企業が、1-1 (4) 3) に示す複数業務を兼ねて実施する

ことは妨げないが、同一の事業対象箇所（学校単位とする。）における施工業務と工事監理

業務を同一の者又は資本面若しくは人事面において密接な関連のある者が兼ねてはならない。 
なお、「資本面において密接な関連のある者」とは、当該企業の発行済株式総数の 100 分

の 50を超える議決権を有し、又はその出資の総額の 100 分の 50を超える出資をしている者

をいい、「人事面において密接な関連のある者」とは、当該企業の役員（会社法（平成 17 年

法律第 86 号）第 329 条第１項の規定による役員をいいます。ただし、社外取締役及び社外

監査役の場合を除く。以下同じ。）を兼ねている又は当該企業と雇用関係にある場合をいう。

（以下同じ。） 
 

(4) 複数応募の禁止 
入札参加者の構成企業及び協力企業は、他の入札参加者の構成企業及び協力企業になるこ

とはできない。また、入札参加者の構成企業及び協力企業と資本面又は人事面において密接

な関連のある者についても、他の入札参加者の構成企業又は協力企業になることはできない。 
なお、市が事業予定者との事業契約締結後、選定されなかった入札参加者の構成企業又は

協力企業が、事業予定者の構成企業又は協力企業から業務を受託することは可能とする。 
 

(5) 入札参加者の変更及び追加 
本事業の入札への参加の意思を表明した入札参加者の構成企業および協力企業の変更は、

市がやむを得ないと認めた場合を除き、原則として認めない。 
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2-5 入札参加者の備えるべき参加資格要件 
入札参加者の構成企業及び協力企業は、以下の(1) 及び(2) で規定する参加資格要件

を、入札参加資格審査書類の受付締切日（以下「参加資格確認基準日」という。）に満た

していなければならず、当該要件を満たしていない入札参加者の応募は認めない。 
また、入札参加資格審査書類に事実と異なる記載のあるものは、当初から参加がなかっ

たものとみなす。 
なお、本事業について、2-6 (1) で示す PFI 等審査委員会の委員に接触を試みた者に

ついては、参加資格を失うものとする。 
 

(1) 共通の参加資格要件 
① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者で

はないこと。 
② 市から入札参加停止の措置を受けている者ではないこと。 
③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立て

がなされている者（手続開始の決定がなされ、競争入札参加資格の再認定を受け

たものを除く。）等、経営状態が著しく不健全であるものと認められないこと。 
④ 直前 2 年間の国税又は地方税を滞納していないこと。ただし、新型コロナウイル

ス感染症の影響に伴い、申告・納付等の個別延長の適用を受けている者は、個別

延長の適用対象について滞納していないとみなす。 
⑤ 浜松市暴力団排除条例（平成 24 年浜松市条例第２号）第２条第１号に規定する暴

力団又はその構成企業の統制下にある団体ではないこと。 
⑥ 浜松市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団から委託を受けた団体では

ないこと。 
⑦ 浜松市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係者ではないこと。 
⑧ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）

第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体ではないこと。 
⑨ ＰＦＩ法第９条第１項各号のいずれかに該当する者でないこと。 
⑩ PFI 等審査委員会の委員又は委員が属する法人と資本面又は人事面において密接

な関連がある者ではないこと。 
⑪ 本事業についてアドバイザリー業務に関連している以下の者又はこれらの者と資

本面若しくは人事面において密接な関連がある者ではないこと。 
・株式会社 建設技術研究所 
・Pros.環境計画 株式会社 
・竹澤建築設計工房 
・シリウス総合法律事務所 

⑫ 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談

役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者と同等以上の支配力を有す

ると認められる者を含む。以下同じ。）のうち、次のいずれかに該当する者ではな

いこと。 
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a. 公務員で懲戒免職の処分を受け、その処分の日から 2 年を経過しない者 
b. 浜松市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係者 
c. 市の議会の議員、市長若しくは副市長、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

180 条の５に規定する委員会の委員若しくは委員又は地方公営企業の管理者に該

当する者。 
 

(2) 個別の参加資格要件 
入札参加者の構成企業及び協力企業のうち、以下の 1) ～ 4) の各業務を行うものは、

以下に掲げる各要件を満たすこと。 
 

1) 設計業務を行う者 
設計業務を行う者は、以下に示す要件について、いずれにも該当すること。なお、複数

の企業で実施する場合は、a、b の要件については全ての企業でいずれにも該当し、c の要

件は 1 者以上が該当すること。 
a. 市の令和 5・6 年度入札参加資格登録業者名簿（建設工事関連業務委託 業種：

建築関係コンサルタント）に登録されていること。また、当該入札参加資格登録

されていない者においては、入札参加資格確認申請書の提出期限までに資格審査

の申請を行い、当該資格登録された者であること。 
b. 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく設備設計一級建築士または建築設

備士の資格を、代表者もしくは、参加資格確認基準日において 3 ヶ月以上の直接

的かつ恒常的な雇用関係がある者が有していること。 
c. 2014（平成 26）年度以降に、教育施設とそれに類する施設の空調設備等の設計

の元請としての実績を有すること。なお、「教育施設とそれに類する施設」とは、

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学

校、大学及び高等専門学校等とする。 
 

2) 施工業務及び移設等業務を行う者 
施工業務及び移設等業務を行う者は、以下に示す要件について、いずれにも該当するこ

と。なお、複数の事業者で実施する場合は、a の要件については全ての企業で該当し、b
及び c の要件は 1 者以上が該当すること。 

a. 市の令和 5・6 年度入札参加資格登録業者名簿（建設工事 業種：管工事または

電気工事）に登録されていること。また、当該入札参加資格登録されていない者

においては、入札参加資格確認申請書の提出期限までに資格審査の申請を行い、

当該資格登録された者であること。 
b. 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第 1 項の規定による「管工事」に係

る特定建設業の許可を受けていること。 
c. 資格者名簿の「管工事」にあっては、2014（平成 26）年度以降に、教育施設と

それに類する施設の空調設備等の施工の元請としての実績を有すること。なお、

「教育施設とそれに類する施設」とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、

高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校等とする。 
 

3) 工事監理業務を行う者 
工事監理業務を行う者は、以下に示す要件について、いずれにも該当すること。なお、
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複数の企業で実施する場合も全ての事業者が同要件を満たすこと。 
a. 市の令和 5・6 年度入札参加資格登録業者名簿（建設工事関連業務委託 業種：

建築関係コンサルタント）に登録されていること。また、当該入札参加資格登録

されていない者においては、入札参加資格確認申請書の提出期限までに資格審査

の申請を行い、当該資格登録された者であること。 
b. 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく設備設計一級建築士または建築設

備士の資格を、代表者もしくは、参加資格確認基準日において 3 ヶ月以上の直接

的かつ恒常的な雇用関係がある者が有していること。資格を、代表者もしくは、

参加資格確認基準日において 3 ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係がある者

が有していること。 
c. 2014（平成 26）年度以降に、教育施設とそれに類する施設の空調設備等の設計

又は工事監理の実績を有すること。なお、「教育施設とそれに類する施設」とは、

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学

校、大学及び高等専門学校等とする。 
 

4) 維持管理業務を行う者 
維持管理業務を行う者は、以下に示す要件について、いずれにも該当すること。なお、

複数の事業者で実施する場合も全ての事業者が同要件を満たすこと。 
a. 本市の令和 5・6 年度入札参加資格登録業者名簿（業務委託・賃貸借 業種：空

調設備保守点検業務委託）に登録されていること。また、当該入札参加資格登録

されていない者においては、入札参加資格確認申請書の提出期限までに資格審査

の申請を行い、当該資格登録された者であること。 
b. 入札参加者が選択したエネルギー方式での運用に必要となる資格を持ち、参加資

格確認基準日において引き続き 3 ヶ月以上の雇用関係がある、常勤の自社社員を

有していること。 
c. 2014（平成 26）年度以降に、完成済みの教育施設とそれに類する施設を対象と

する、空調に関する維持管理の実績（連続する 1 年以上の期間）を有しているこ

と。なお、「教育施設とそれに類する施設」とは、幼稚園、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校等

とする。 
 

(3) 業務の再委託又は下請けの要件 
構成企業又は協力企業は、本事業の実施にあたり、所有権移転業務を除く各業務の一部に

限って再委託又は下請けさせることができるものとする。なお、施工業務及び移設等業務に

関しては、建設業法（昭和 24年法律第 100号）第 22条に規定する「一括下請負の禁止」を

遵守するものとする。 
 

(4) 参加資格の喪失 
入札参加者が、参加資格確認基準日から事業契約締結までの間に、参加資格要件を満たさ

なくなった場合は、以下のとおり取り扱うものとする。 
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1) 参加資格確認基準日から入札提出書類（提案書）提出日の前日までに参加資格を喪失し

た場合 
入札参加者の構成企業又は協力企業のうち、1 ないし複数企業が参加資格を喪失した場

合は、原則として当該入札参加資格を取り消すものとする。 
 

2) 入札提出書類（提案書）提出日から落札者決定日までに参加資格を喪失した場合 
上記 1) と同様とする。 

 
3) 落札者決定日の翌日から事業契約締結日までに参加資格を喪失した場合 

入札参加者の構成企業又は協力企業のうち、1 ないし複数企業が参加資格を喪失した場

合は、市は仮契約を締結しない、又は仮契約を解除することがある。これにより、仮契約

を締結しない又は仮契約を解除しても、市は一切の責を負わない。 
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(5) 落札者を決定しない場合 
事業者の募集、評価及び落札者の選定において、最終的に入札参加者がいない場合又は

いずれの入札参加者の提案によっても、財政負担縮減の達成が見込めない場合などの理由

により、落札者を選定せず、特定事業の選定を取り消す場合がある。特定事業の選定を取

り消した場合には、この旨を速やかに市ウェブサイトにおいて公表する。 
 
2-7 SPC の設立等 

① 落札者は、仮契約締結までに会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社

として SPC を設立すること。なお、SPC は浜松市内に設立するものとする。 
② 構成企業は当該会社に対して、出資すること。なお、代表企業は SPC の出資者の

うち最大の出資を行うこと。 
③ SPC は、その資本金が本事業を安定的に実施するのに十分な閉鎖会社であり、監

査役を設置する株式会社でなくてはならない。 
④ SPC の株式については、事業契約が終了するまで、市の事前の書面による承諾が

ある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他一切の処分を行ってはならない。 
 
2-8 入札提出書類（提案書）の取扱い 
(1) 著作権 

入札提出書類（提案書）の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、市が浜松市情報公

開条例（平成 13 年浜松市条例第 32 号）に基づき、応募内容を公表する場合、その他市が必

要と認めるときには、市は提出書類の全部または一部を無償で使用することができるものと

する。 
なお、契約に至らなかった入札参加者の提案については、市が浜松市情報公開条例に基づ

き応募内容を公表する場合を除き、市による事業者選定過程等の説明以外の目的には使用し

ないものとする。 
 

(2) 特許権等 
提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保

護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用した

結果生じた責任は、原則として入札参加者が負うこととする。  
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3. 選定事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 
 
3-1 リスク分担の方法等 
(1) リスク分担の基本的考え方 

本事業においては、適切なリスク分担を行うことにより、より効率的かつ効果的に、また

より低廉なコストで公共サービスの提供をめざすものであり、最も適切にリスクを管理する

ことのできる者が当該リスクを担当するとの考え方に基づき、市と選定事業者が適正にリス

クを分担することを基本とする。 
したがって、選定事業者が担当する業務については、選定事業者が責任をもって業務を遂

行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として選定事業者が負うものとする。た

だし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、市がその全て又は一部を負

うものとする。 
 

(2) 予想されるリスクと責任分担 
市と選定事業者とのリスク分担は、原則として「別紙１ リスク分担表」によることとす

る。なお、別紙１で示したリスク分担は現段階での案であり、実施方針に対する意見等の結

果を踏まえ、入札説明書等において示し、リスク分担に関する条件を明確化するとともに、

詳細については事業契約書において定めるものとする。 
 

(3) リスクが顕在化した場合の費用負担の方法 
市又は選定事業者のいずれかが責任を負うべきとしたリスクが顕在化した場合に生じる費

用は、原則としてその責任を負う者が全額負担するものとする。また、市及び選定事業者が

分担して責任を負うべきとしたリスクが顕在化した場合に生じる費用の負担方法については、

入札説明書等において示し、詳細については事業契約書において定めるものとする。 
 
3-2 業務品質の確保 
(1) 提供されるサービスの水準 

本事業において実施する業務のサービス水準については、要求水準書として示す。 
なお、本事業で選定事業者が提供するサービス水準は、実施方針、実施方針等に関する質

問及び意見に対する回答、入札説明書、要求水準書、入札説明書等に関する質問及び回答、

入札提出書類（提案書）及びヒアリング実施時の質問回答等を要求水準とする。 
 

(2) 選定事業者による業務品質の確保 
選定事業者は、提供するサービス水準を維持・改善するため、選定事業者自ら、業務のマ

ネジメント及びセルフモニタリングを実施する。 
セルフモニタリングは、選定事業者が提供するサービス水準が要求水準を満たすことを選

定事業者自らが確認するものであり、市が実施するモニタリングの内容を包含するものとす

る。なお、詳細は入札説明書等において示す。 
 

(3) 事業の実施状況のモニタリング 
市は、選定事業者が実施する各業務についてモニタリングを行う。モニタリングにあたっ

ては、選定事業者が行うセルフモニタリングの結果を活用するとともに、市がモニタリング

を必要と考える場合においては、市は随時、市が決めた方法及び手段によりモニタリングを
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行うことができることとし、選定事業者は市の求めに応じて、市が行うモニタリングに協力

することとする。なお、本事業において事業契約書において定められた要求水準を満たすこ

とは選定事業者の責務であり、市が行ったモニタリングの結果によって免責されることはな

い。 
モニタリングの方法及び内容等については、入札説明書等において示し、事業契約書にお

いて定めるものとする。 
 

(4) モニタリング結果に対する措置 
市は、モニタリングを行った結果、選定事業者が実施する各業務の要求水準を満たしてい

ないことが判明した場合、改善勧告、サービス対価の減額、契約解除等の措置を行う。 
その方法及び内容等については、入札説明書等において示し、事業契約書において定める

ものとする。 
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4. 事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 
 
4-1 疑義対応 

事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と選定事業者は誠意を持って協議するも

のとし、協議が調わない場合には、事業契約書に規定する具体的措置に従うものとする。 
 
4-2 紛争処理機関 

事業契約に関する紛争については、静岡地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 
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5. 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 
 
5-1 事業の継続性に関する基本的考え方 

事業予定者においては、SPC の設立等により出資者からの倒産隔離をあらかじめ講じる

こととする。また、事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、事業契約書で定める

事由ごとに、市及び選定事業者の責任に応じて、必要な修復その他の措置を講じることと

する。 
 
5-2 継続が困難となった場合の措置 

本事業において、事業の継続が困難となった場合の措置は、以下のとおりとする。 
(1) 選定事業者の責めに帰すべき事由の場合 

① 選定事業者の提供するサービスが事業契約書に定める要求水準を満たしていない

場合、その他事業契約書で定める選定事業者の責めに帰すべき事由により債務不

履行又はその懸念が生じた場合、市は選定事業者に対して指導等を行い、一定期

間内に改善策の提出・実施を求めるこができる。この場合において、選定事業者

が当該期間内に改善又は修復をすることができなかったときは、市は、事業契約

を解除することができる。 
② 選定事業者の財務状況が著しく悪化したこと、その他事業契約書で定める選定事

業者の責めに帰すべき事由により、事業契約に基づく事業の継続的履行が困難と

合理的に考えられる場合、市は、事業契約を解除することができる。 
③ 上記(1) 、① のいずれの場合においても、市は、事業契約に基づき選定事業者

に対して違約金等の支払いを求めることができる。 
 

(2) 市の責めに帰すべき事由の場合 
① 市の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場

合、選定事業者は、事業契約を解除することができる。 
② 上記① の規定により選定事業者が事業契約を解除した場合は、選定事業者は、

生じる損害について市に賠償を求めることができる。 
 

(3) 当事者の責めに帰すことのできない事由の場合 
① 不可抗力、その他市又は選定事業者の責めに帰すことのできない事由により事業

の継続が困難となった場合は、市と選定事業者は、事業継続の可否について協議

を行う。 
② 一定の期間内に協議が調わないときは、それぞれ相手方に事前に書面による通知

を行うことにより、市及び選定事業者は、事業契約を解除することができる。 
③ 上記② の規定により事業契約が解除される場合に生じる損害についての賠償の

措置は、事業契約書に定めるところに従うものとする。 
 

(4) その他 
その他、事業の継続が困難となった場合の措置の詳細は、事業契約書に定める。 
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6. 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 
 
6-1 法制上及び税制上の措置 

現時点で、市は本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。 
市は、選定事業者による業務実施に必要な許認可等の取得に関し、協力することとする。 

 
6-2 財政上及び金融上の支援 

財政上及び金融上の提案については、入札参加者が自らのリスクで実行することとする。 
市は、国からの交付金の交付を受けることを想定しているが、選定事業者に対する補助、

出資等の支援は行わない。なお、選定事業者は、市が行う交付金申請に係る手続き等につ

いて必要な協力を行うこと。 
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7. その他特定事業の実施に関し必要な事項 
 
7-1 議会の議決 

市は、債務負担行為に関する議案を浜松市議会令和 6 年 2 月定例会に、契約に関する議

案を浜松市議会令和 6 年 11 月定例会に提出することを想定している。 
 
7-2 本事業において使用する言語、通貨単位等 

本事業において使用する言語は、日本語、単位は計量法（平成４年法律第 51 号）に定

めるもの、通貨単位は円、時刻は、日本標準時とする。 
 
7-3 入札参加に伴う費用負担 

入札参加に伴う費用は、すべて入札参加者の負担とする。 
 
7-4 情報公開及び情報提供 

本事業に関する情報は、適宜、市ウェブサイトにおいて公表する。 
 
7-5 実施方針等に関する問合せ先 

実施方針等に関する問合せ先は以下のとおりとする。 
担 当 浜松市教育委員会学校教育部教育施設課 
住 所 〒430-0929 
 浜松市中区中央一丁目 2 番 1 号 イーステージ浜松オフィス棟 6 階 
電 話 053-457-2403 
F A X 050-3730-8496 
E-mail shisetsu2@city.hamamatsu-szo.ed.jp 
ウェブサイト  
 https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/shisetsu/bid/20231017.html 

 
7-6 その他 
この調達は、WTO 政府調達協定の適用を受けるものである。 
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	b. 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第1項の規定による「管工事」に係る特定建設業の許可を受けていること。
	c. 資格者名簿の「管工事」にあっては、2014（平成26）年度以降に、教育施設とそれに類する施設の空調設備等の施工の元請としての実績を有すること。なお、「教育施設とそれに類する施設」とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校等とする。
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	b. 建築士法（昭和25年法律第202号）に基づく設備設計一級建築士または建築設備士の資格を、代表者もしくは、参加資格確認基準日において3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係がある者が有していること。資格を、代表者もしくは、参加資格確認基準日において3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係がある者が有していること。
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